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次の基本計画（以下「第２期基本計画」という。）は、平成 13 年度から平成 17 年度までの５カ年
の計画として平成 13 年３月に策定された。現在は、第２期基本計画期間の４年目、すなわち平成
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内閣府総合科学技術会議による確認を経て、平成 15 年４月に採択された。 
 
２．調査計画の概要 
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いる期間（平成 13 年度（2001 年度）以降）を「２期」と称して時系列比較を行っている。２期の期間
については、分析作業上、項目によって平成 13 年度から 14 年度、もしくは 15 年度、あるいは 16
年度までと不統一になっている。 
 













































で 2.5 兆円である。１期では総額で 17.6 兆円の予算が投入され、目標の 17 兆円を達成した。５年
間の平均は 3.5 兆円である。２期については、2001 年度から 2004 年度までの予算の累計で 15.1
























































出典：文部科学省科学技術・学術政策局「平成 15 年度予算における科学技術関係経費」及び各年度版より作成 













2002 年度、2002 年度から 2003 年度と、厳しい地方財政の影響を受けたのか、減少傾向にある。













































億円 プレ１期 １期 ２期
注：集計対象は４７都道府県及び１２政令指定都市。平成 13 年度以降の「国の科学技術関係経費との整合性を考慮し整理した
金額」では、国庫補助分等が除外されている。 
出典：科学技術政策研究所「地域における科学技術振興に関する調査研究（第５回調査）」（NISTEP REPORT No.70）2001 年７
月 
財）全日本地域研究交流協会「平成 14 年度期の科学技術振興状況の実態調査」平成 15 年３月 
文部科学省科学技術・学術政策局「平成16年度政府予算案及び平成15年度補正予算における科学技術関係経費」平成15








プレ１期より低く 2.7％となり、２期ではさらに低くなりマイナス 0.3％となっている。 
また、日本全体の経済の動きを示すＧＤＰとの関係をみると、ＧＤＰは名目値ベースでの年度平
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科学技術関係経費 ５．４％ ５．６％ ３．１％
政府予算（一般歳出） ３．６％ ２．７％ －０．３％











































体の動きで推計した値よりは 1.8 兆円を後押しするだけの効果があったということになる。 
２期（平成13年度から15年度までの３年間）も同様に推計すると、１期末の実績値をベースに推
計した場合は推計値が 12.2 兆円となり、実際に科学技術関係経費として支出された総額が 13.0
兆円のため、その差が 0.8 兆円になる。もし、１期及び２期を通じて科学技術関係経費が政府予算
一般歳出と同じ伸びで推移したと仮定した場合には、２期の推計額は 10.9 兆円になり、実際に投
































科学技術関係予算について、日本、米国、ＥＵ（2003 年当初の 15 カ国を対象）の３極で比較す
る。 
                                                  
(注) ここでいう科学技術関係予算とは、米国及びＥＵについてはそれぞれの政府予算における科学技術に関係する予算であり、
日本の場合は科学技術関係経費の当初予算とした。 
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１期で日本は大きな伸びを残した。民生だけでみると、日本は実に 6.1％の伸びを示しており、
米国の 3.2％、ＥＵの 2.6％の平均伸び率と比べると、日本は大きな伸び率である。また指数をみて
も、1995 年から 2000 年への変化で、日本は米国、ＥＵに対して差を縮めてきたといえる（日本を
100 とした場合の米国：229→200、ＥＵ：363→307）。 
しかし、２期に入り、2001 年から 2003 年の伸びをみると、民生について、日本の伸びは 2.9％
で、米国が日本に対する指数でみて7.2％と大きな伸びを示している。一方、ＥＵは2001年度単年
の数値だが、マイナス 2.9％と減少している。 



























注２： ２期の EUは平成 13 年のみの伸び率である。 
注３：ＥＵは、2004 年３月現在の加盟１５カ国。米国とＥＵの予算は、PPP(購買力平価)による邦貨換算値についての平均伸び率
であり、各国通貨についての平均伸び率と異なる。 
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図表Ⅰ－８ 日米ＥＵの政府科学技術関係予算の比較（日本を 100 とした場合の指数） 
1995年 2000年 2003年
日本 100 100 100
米国 468 396 465
ＥＵ 407 341 -
日本 100 100 100
米国 229 200 225








日本 5.4% 5.6% 3.1%
米国 -1.3% 2.2% 8.8%
ＥＵ -0.3% 1.9% -1.1%
日本 5.2% 6.1% 2.9%
米国 2.9% 3.2% 7.2%





注２：２期のＥＵは 2001 年のみの伸び率である。 
注３：ＥＵは、2004年３月現在の加盟15カ国。米国とＥＵの予算は、PPP（購買力平価）による邦貨換算値についての平均伸び率
であり、各国通貨についての平均伸び率と異なる。 




プレ１期 １期 ２期 プレ１期 １期 ２期
全体 1.5% 4.0% 12.0% 全体 -0.1% 2.2% 10.1%
民生 5.8% 5.1% 10.4% 民生 3.1% 3.3% 8.5%





出典：OECD, "Main Science and Technology Indicators 2003-2"、文部科学省「科学技術要覧」を基に集計。 
 
 








































出典：科学技術政策研究所「科学技術指標 平成 16 年版」（NISTEP REPORT No.73）2004 年４月より算出 
 
図表Ⅰ－12 主要国における政府負担研究開発費の対ＧＤＰ比 
出典：科学技術政 学 年４月より算出 
 









































出典：科学技術政策研究所「科学技術指標 平成 16 年版」（NISTEP REPORT No.73）2004 年４月より算出 
 
図表Ⅰ－14 主要国における総研究開発費の対ＧＤＰ比 
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８で










注：当初予算＋補正予算の集計。但し H15 年度は当初予算のみ 
出典：文部科学省科学技術・学術政策局「平成 15 年度予算における科学技術関係経費」及び各年度版、同局資料、国会提出
予算書、特殊法人予算書により㈱三菱総合研究所において集計。 
                                                 
．科学技術関係経費の内訳 (総括)  
科学技術関係経費の内訳について使途別（研究費(注)・人件費・施設費・その他の別）にみると、
































































他・理学的研究が 5.6％、人文社会が 0.8％となっている。 










注２：平成３～12 年度と平成 13 年度以降とでは集計方法が異なる。 







注５：平成３～14 年度までは当初予算と補正予算の計、平成 15 年度は当初予算である。 
各年度版、国会提出予算書、文部科学省科学技術・学術政
出。  
                                                 
立大学等の研究費相当分及び独立行政法人の運営費交付金のうちの研究費相当分を加えた






























































(a) 1期 (b) ２期（H13～H15年度）
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補正予算に着目すると、研究費が 1.4％、施設費が 7.1％、その他が 2.2％で、施設費が高い割合
を占めたことが判る。当初予算については、研究費が38.2％と当初予算の４割強を占め、その次が









































































































米国：NSF，“National Patterns of R&D Resources 2002 Data Update” 







ただし、イギリスの 2001 年は ONS，“Gross domestic expenditure on Research and Development 2001” 
                                                  
















































































































































出した。   
注５：独立行政法人分はこの外数。 
注６：平成 13～14 年度の金額。 
注７：平成 15 年度は日本学術振興会、科学技術振興機構等の独立行政法人化により上半期の集計値である。 
注８：施設費には一部土地取得費や設備費が含まれる。 
出典：各種資料により科学技術政策研究所及び㈱三菱総合研究所が作成 










予算についてみると、プレ１期について平成７年度に 36 億円であったものが、１期は 58 億円、２期
は１期の倍近い 108 億円と大幅に増加している。 
地域における科学技術振興に対応する地域振興関連の科学技術関係経費は、プレ１期で 92
億円、１期で 387 億円、２期で 607 億円と増加傾向にある。 
科学技術振興の基盤整備に対応する施設整備の予算として、国立大学等施設整備費や独立
行政法人施設費補助金などは、年度平均で、プレ１期が約 4,000 億円、１期が約 4,400 億円、２期
が約 4,600 億円と順調に増加している。知的基盤整備関連予算については、プレ１期で７億円、１




２期でさらに増えて 642 億円になっている。 
 
























研究調査報告」及びOECD の「FRASCATI MANUAL」に同じである。 
 
 









































































度の 14.6％から、平成８年度には 19.8％、平成 13 年度には 30.5％、平成 14 年度は 31.0％と増
                                                  
(注) ここでは、総務省「科学技術研究調査報告」における研究費において、基礎研究、応用研究、開発研究という性格別に分類
がなされている中で、基礎研究の経費を指す。 
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加している。政府 基礎研究割合






業は若干基礎研究の比率が小さくなる傾向にあったが、平成 13 年度から 14 年度にかけてはほぼ











所「科学技術指標（平成 16 年版）」（NISTEP 
 
％























































































対して、２期における増加率は、１期末の平成 12 年度から 15 年度（２期の中間）までで
あ
また、競争的資金については間接経費比率が30％程度という目標を立てているが、実績では平
























































































 競争的資金の金額推移 期間中の総額 
プレ１期 
（平成３～７年度） 
平成７年度  １，２４８億円 
（９９９億円／年） 




平成８年度  １，７０１億円 
成８～12年度） 
↓ 






平成 13 年度 ３，２６３億円 
１兆 ２１０億円 
13 年度～） 
平成 14 年度 ３，４５７億円 
平成 15 年度 ３，４９０億円 （15 年度当初まで） （３，４０３億円／年） 
(12 年度の１．２倍） 
 
注：２期計画での「競争的資金の倍増」の基準値は平成 12 年度の２，９６８億円 
出典：文部科学省科学技術・学術政策局「平成 15 年度予算における科学技術関係経費」及び各年度版より作成 







割合等を考慮したもの）。なお、平成 16 年度以降は使途を特定しない一項一目の運営費交付金予算となる。 
  「競争的資金」＝競争的資金は、各種の競争的資金で国立大学に配分された額を示す。競争的資金は、平成 14年度の金額
ベースで 99.5％を集計した。科学研究費補助金及び科学技術振興調整費については配分実績額、その他制度については予
算額と機関種別配分実績割合をもとに集計した。なお、平成 15 年度の競争的資金については集計していない。 
出典：文部科学省資料及び各省庁へのデータ照会により㈱三菱総合研究所において作成 
 


























平成１４年度 平成１５年度平成１０年度 平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度
教育研究基盤校費 競争的資金
億円 １期 ２期











































































































実績：計画３年度目までの進捗率は 55％（目標 597 万㎡、実績 329 ㎡）。 （H15 年度当初予算まで）  
図表Ⅳ－２ 国立大学等施設緊急整備５カ年計画（H13～17）による新増改築・改修面積 
：文部科学省「文部科学白書」各年版、今後の国立大学等施設の整備充実に関する調査研究協力者会議「知の拠点－国































と合わせて国立大学の施設面積は 398 万㎡増。     １期計画期間中
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は 13 年には約 4,000 株















ず研究材料について、微生物は平成 13 年（２期初年度）に 20 万株程度で





計量標準については、平成 13 年に 82 種であったが、14 年には 136 種、15 年には
えているが、目標が 250 種と多いため、達成できるかどうかは今後の取り組み方に影響される。 
標準物質は順調に増加しており、平成 13 年に 76 種であったが、14 年には 119 種
と増えた。目標は平成 22 年で 250 種となっており、状況は計量標準と同程度である。 
データベースについて、生物や生体の計測データ等に関する例として、ゲノムの配列等の
ベースをとりあげると、平成 13 年は 600Ｍbps だったが、平成 14 年に 940Ｍbps、平成
1,020Ｍbps と登録数が増えているが、平成 22 年の目標が 6,000Mｂｐｓのため、目標達成まではま
だ遠い状況にある。 
材料や物質の計測データに関する例として、材料物性データベースをみると、平成13
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832 850 903 932
964
975 939
876 853 841 816 807
760 730 711
188 164 159 157 146 163
199 211 236 250176 235
0
1,000
平成 平成 平成 平成 平成
10.0%
5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度
10-24 5-9
4年以下 10年未満割合（右目盛）














































出典：文部科学省科学技術・学術審議会技術・研究基盤部会知的基盤整備委員会（第５回）配布資料（平成 16 年２月 20 日） 
 











は、例えば 1981 年～1985 年の集計データを「1983」と表示した。 




























































(a) ３極 (b) 日本のみ（拡大図） 











注２：論文の被引用度は観 存するが、ここでは 2002 年までの論文データベ た。そのた

























































































































被引用頻度ランク上位１％では、大学は 1991 年から 1996 年にかけて若干割合を下げたが、
2001 年に盛り返している。企業は 1991 年から 1996 年に割合を高めたが、1996 年から 2001 年に









































(c) 上位 １％ 
1991年 1996年 2001年




















































































































(a) 特許出願件数の推移 (b) 特許出願件数シェアの推移 


























































(a) ３極 (b) 日本のみ（拡大図） 
％
特許数シェア 特許数シェア











29.1％の割合であったが、１期に入ると 37.6％に増え、２期（13 年度から 15 年度まで）では 41.9％
とが判る。 
 




















注２：平成３～12 年度と平成 13 年度以降とでは集計方法が異なる。 


























ライフサイエンス 情報通信 環境 ナノテク・材料
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データ：ISI, “National Science Indicators 1981-2002” 
 
図表Ⅵ－４ 重点８分野別の日本の米国特許登録件数シェアの推移 
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図表Ⅵ－９ 主要各国の R&D重点化政策の相互比較 
 








(地方分含む）  (2001年) 公的投資総額




























































































































※1, 2, 3: OECD, Eurostat









































  (b)NSF, “Survey of Graduate Students and Postdoctorates in Science and Engineering” 
 
                                                 
 




ると、平成 15年度で 7,370 人）。米国は科学技術系のみで４万 3,000 人程度となって































































1995 1997 1999 2001 2003
（年度）
986 907























(a) ポスドク等支援数の推移 (b) 米国の自然科学系ポスドク数の推移 





















出典：(a)文部科学省科学技術・学術政策局「平成 15 年度予算における科学技術関係経費」より作成 





スドク終了者では約 33％、2000 年度のポスドク終了者では約 41％であり、増加している。また、
1996 年度ポスドク終了者について、終了１年後で最も多い進路は教員で約 56％を占めていたが、




















(a) 日本（2003 年） (b) 米国（2001 年） 




わち 1993 年終了者について２年後に最も多い職はポスドクであり約 42％となっている。この割合
は1995年終了者、1997年終了者と徐々に減っていき、1997年終了者では約34％となっている。
教員については 1993 年終了者では約 21％であるが、1995 年終了者、1997 年終了者と減ってき
て、1997 年終了者は 16％となっている。 
一方で増えた職としては、1993 年終了者について約 17％であった民間企業が、1995 年終了































































































(b)NSF, “Survey of Doctorate Recipients S







































出典：(a)文部科学省「学校基本調査報告」（平成 14 年）より作成 
(b)NSF, WebCASPAR Database System より作成 
 
17.6％、医療が 15.8％である。民間企業の就職は 11.9％である。 
米国の博士課程終了後の就職状況をみると、一番多いのは教育機関で、2000 年が３７.３％、
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(b) 卒業後の進路（米国、博士等） 
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 ④「一般職の任期付研究員の採用、給与及び勤務時間の特例に関する法律」（平成 年８月８日）  












   ・「若手研究者研究推進制度」（科学技術庁） 平成 11 年度～ 
   ・「未来開拓学術研究推進事業」（文部省）（積極的に若手研究者を活用） 平成 12 年度～ 
   ・「基礎研究推進事業」（農林水産省） 平成 11 年度～ 
   ・「産業技術研究助成事業」（通商産業省）創設 平成 12 年度～ 
   ・「産学連携支援・若手研究者支援型研究開発制度」（郵政省）創設 平成 11 年度～ 
 ②「一般職の任期付研究員の採用、給与及び勤務時間の特例に関する法律」公布、施行 平成９年６月 
 ③大学の教員等の任期に関する法律」施行 平成９年８月  
 ④「流動促進研究制度」科学技術振興調整費を活用して実施 平成９年度～  
（２）２期計画期間中（平成 13 年度～） 
 ①「研究者の流動性向上に関する基本的指針」総合科学技術会議で策定（平成 13 年 12 月 25 日） 
 ②「若手任期付研究員支援制度」科学技術振興調整費を活用して実施 平成 13 年度～ 
 ③人事院規則等改正（平成 14 年６月 20 日） 
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2000 2001 2002 年
6.00%
1998 1999
国立大学 公立大学 私立大学 全体
１期 ２期
(a) 任期付任用制度の機関導入率 (b) 在籍者総数に占める任期付適用者数の割合 





分の１、ドイツの 3 分の１強となっている。 
 
注：30 年在職と仮定し、年齢とそれまでの異動経験より生涯の異動回数を推定したもの。 



















1機関 2機関 3機関 4機関 5機関以上 無回答
















(a) 研究人材（民間を含む）の経験機関数 (b) 教授職の生涯異動期待値 
 
























出典：総務省「科学技術研究調査報告」平成 14 年 より作成 
 





































































累計設置数 3 8 13 18 23 28 33 38 43 47 49 52 53 56 61 62
（各年度設置数） 3 5 5 5 3 1 3 5 1
年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度
























































２期 １期 プレ１期 


























































奨学寄附金（億円） 150 183 224 249 291 352 380 426 457 501 500 489 487 484 465 467 460 497 552 579
件数 61,331 59,469 55,265 55,145 56,887 55,731 53,493 53,957 56,071 58,623 59,057




















































民間会社（億円） 6.6 6.1 7.3 6 .6 9 .2 11 .8 15.7 15.3 18 .9 22 .6 24.1 23.9
1991年度 1992年度 1993年度 1994年度 1995年度 1996年度 1997年度 1998年度 1999年度 2000年度 2001年度 2002年度
プレ1期 1期 2期
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６．国立大学等の共同研究、受託研究、奨学寄附金の受入れ金額比率の推移 





































は 1990 年には５％近かったものが、最近は下がり、日本とおよそ同じ水準になっている。 
 
図表Ⅷ－７ 大学研究費における企業からの資金の割合 
イギリス：OECD，“Basic Science and Technology Statistics 2002/2”。2001 年からはONS，“Gross domestic expenditure  
on research and development 2002” 
 




米国：NSF，“National Patterns of R&D Resources 2002 Data Update” 
ドイツ、フランス：OECD，“Basic Science and Technology Statistics 2002/2” 





























たものが 50％を超えて 2001 年には 53％になっている。 
米国の場合は、対象年度が違うが、企業による大学との共著割合は、1988年に30％程度であっ
















































大学 連邦政府 非営利 外国
(a) 日本 (b) 米国 
 
データ：日本：SCI (CD-ROM版)に基づき科学技術政策研究所が集計 
米国：NSF, “Science & Engineering Ind







































































(a) 全分野 (b) ライフサイエンス分野 
91
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11．大学発ベンチャーの創出 
実績を見ると、１期において設立件数が急増しており、特に国立大学の教官の役員兼業の規制
が緩和された 2000 年からは、年間 100 件を超える勢いで大学発ベンチャーが生まれており、2002
年には 135 社が設立されている。累積では、2003 年８月までに設立された大学発ベンチャーの合
計は 614 社となっている。 



























28 11 14 23 30 57 113 118
まで
各年の設立数 135
1994年 1995年 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年
プレ１期 １期 ２期
※ 2003年８月における設立累計は614社
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図表Ⅷ－12 大学発ベンチャーの業種分類 









5.6 兆円、イギリスは 0.9 兆円で、米国は日本の倍弱、イギリスは日本の３分の１程度である。 
特許出願でみると、米国は 6,500 件程度、日本が 1,300 件程度、イギリスが 900件程度で、日本
でイギリスよりも多く、米国の５分の１程度になる。 
ライセンスについては、米国が 3,700 件、イギリスが 700 件である。一方、日本は、特許出願が




スは 45 億円、日本はイギリスの 10 分の１程度の 4.1 億円にとどまっている。 











































出典：研究費データは総務省「平成 15 年度科学技術研究調査報告」、文部科学省「平成 14 年度科学技術白書」(PPP により邦
貨換算、以下同） 
  その他のデータは 
   ・米国：Licensing Survey 2002(AUTM 編) 等（*のデータの対象は米・加の高等教育機関・公的研究機関・教育病院） 
   ・英国：Higher education-business interaction survey 2000-01 他 




























































1) 従来大蔵省通達によりBTG（British Technology Group）が独占的
に取り扱ってきた公的資金による研究成果の実用化を規制緩和
2) 1925年に設立されたWARF（Wisconsin Alumni Research Foundation）が
その先駆けとされる。
3) 沿革はNational Research Development Corporation（1948年設立：
1981年BTGに改組）
4) これ以前のものとして東海大学の例（1974年設立）がある。
































































実施した都道府県は 15 にのぼる。 
こうした国における地域イノベーションに関する取り組み、また地方公共団体における科学技術
振興に対する取り組みの成果について、平成 16 年度どのようにまとめるかを検討中である。 
 
(a) 総合的推進体制の整備状況（2000年 9現在）
0   (2)







































専任部署の設置 協議会等の設置 審議会等の設置 大綱・基本計画等の策定
専任部署（累積） 協議会等（累積） 審議会等（累積） 大綱・基本計画等（累積）







○ 過去 10 年程度の進展により、現在インパクトをもらしている技術(以後「現在技術」と記述) 















































































































































































億円）や未来開拓の計算科学研究（文部科学省、1997-2002 年、予算規模約 110 億円）が、ソフト
トを以下にまとめる。 
技術動向について＞ 
スーパーコンピュータの歴史は、1971 年イリノイ大学による ILLIAC Ⅳの開発と、1976 年クレイ
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を含めた PC クラスターの基盤技 の要素技術開発のためのメー
カーへの資金提供などで技術の実用化に大きく貢献した。 





























































































































































































































・ 人材関連政策達成効果の総合的評価                                  等 
④ 産学官連携・地域イノベーション振興関連施策の達成効果及び問題点 
・ 産学官の関係機関に対する詳細分析のための大規模アンケート調査及び補足ヒアリング 等 
⑤ 科学技術研究のアウトプット（論文・特許）の定量的・定性的評価 
・ 重点４分野の論文・特許の国際比較 
・ 主要施策の効果についてのクロス分析                                 等 
⑥ 科学技術振興による経済・社会・国民生活への寄与の定性的評価・分析 
・ インパクトをもたらした技術及び今後インパクトをもたらすことが期待される技術について 32 事
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亀岡 秋男   北陸先端科学技術大学院大学副学長 
小林 賢次郎  日本政策投資銀行新規事業部長 
齊藤 忠夫   株式会社トヨタＩＴ開発センター専務取締役 
榊 裕之   東京大学生産技術研究所教授 
榊原 清則   慶應義塾大学総合政策学部教授 
清水 勇   財団法人理工学振興会専務理事 










委員長 榊 裕之  東京大学生産技術研究所教授 
 伊澤 達夫  NTTエレクトロニクス株式会社代表取締役社長  
 岩永 雅也  放送大学教養学部教授 
 塚原 修一  文部科学省国立教育政策研究所高等教育研究部総括研究官 
 山村 研一  熊本大学発生医学研究センター教授 
 吉野 諒三  統計数理研究所領域統計研究系助教授 
 
（平成 16年３月 31日現在。敬称略） 
 






座長 榊原 清則 慶應義塾大学総合政策学部教授 
菊池 純一 青山学院女子短期大学経済学部教授 
隅藏 康一 政策研究大学院大学助教授 
永田 晃也 北陸先端科学技術大学院大学知識科学研究科助教授 
山口 栄一 同志社大学マネージメントスクール教授 
吉本 陽子 株式会社ＵＦＪ総合研究所経済・社会政策部主任研究員 
渡辺 孝  芝浦工業大学大学院工学マネージメント研究科教授   
 
（平成 16年３月 31日現在。敬称略） 
 






Dr. William A. Blanpied Visiting Senior Research Scholar, Science & Trade  
    Policy Program, National Center for Technology &  
    Law, George Mason University（米国）  
    （科学技術政策研究所国際客員研究官を兼務） 
 
Prof. Luke Georghiou   Director and Professor of Science and Technology  
    Policy and Management, Policy Research in  
    Engineering, Science & Technology (PREST),  
    The University of Manchester（英国）  
    （科学技術政策研究所国際客員研究官を兼務） 
 
Dr. Gerald Hane   Principal, Globalvation（米国） 
 
Prof. George R. Heaton Jr.  Adjunct Professor, Management and Social Science,  
    Department of Social Science and Policy Studies,  
    Worcester Polytechnic Institute（米国） 
 
Prof. Christopher T. Hill Vice Provost for Research, Professor of Public Policy  
    and Technology, George Mason University（米国） 
 
Ms. Tomoe Kiyosada  Senior Science and Technology Policy Analyst,  
（清貞智会）   SRI International（米国）  
    （科学技術政策研究所国際客員研究官を兼務） 
 
Mr. Kei Koizumi  Director, R&D Budget and Policy Program, American  
    Association for the Advancement of Science (AAAS) 
    （米国） 
 
Ms. Shen, Hua   Assistant Director General, Associate Professor,  
（沈華）   Bureau of Science and Technology Policy, Chinese  
    Academy of Sciences（中国） 
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角南 篤   政策研究大学院大学助教授 
（Prof. Atsushi Sunami）      （科学技術政策研究所客員研究官を兼務） 
 
Mr. Tadashi Yamada  Free-lance Consultant（英国） 
（山田直）   （科学技術政策研究所国際客員研究官を兼務） 
 
注：カッコ内は、海外在住専門家の在住国を示す。 











 ① 基本計画期間中の政府研究開発投資の内容分析 
   担当： 科学技術政策研究所第２研究グループ及び㈱三菱総合研究所 
 
 ② 基本計画において定量目標の明示された施策の達成状況 
   担当： 科学技術政策研究所第１調査研究グループ及び㈱三菱総合研究所 
 
 ③ 科学技術関係人材育成関連プログラムの達成効果及び問題点 
   担当： 科学技術政策研究所第１調査研究グループ及び㈱三菱総合研究所 
 
 ④ 産学官連携・地域イノベーション振興関連施策の達成効果及び問題点 
   担当： 科学技術政策研究所第３調査研究グループ及び㈱三菱総合研究所 
 
 ⑤ 科学技術研究のアウトプット（論文・特許）の定量的・定性的評価 
   担当： 科学技術政策研究所第２研究グループ 
    
 ⑥ 科学技術振興による経済・社会・国民生活への寄与の定性的評価分析 
   担当： 科学技術政策研究所科学技術動向研究センター及び㈱三菱総合研究所 
 
 ⑦ 主要国における施策動向調査及び達成効果に係る国際比較分析 






在。平成 15 年度中における異動を含む。） 
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   ① 所長 
今村 努 
  ② リーダー     
平野 千博  総務研究官 
  ③ サブリーダー   
近藤 正幸  第２研究グループ総括主任研究官 
斎藤 尚樹  第３調査研究グループ総括上席研究官 
  ④ 第２研究グループ 
近藤 正幸  第２研究グループ総括主任研究官（再掲） 
富澤 宏之  第２研究グループ主任研究官 
川崎 弘嗣  第２研究グループ上席研究官 
山本 桂香  第２研究グループ上席研究官 
新野 聡一郎 （三井情報開発（株）総合研究所調査研究部研究員） 
陣門 亮浩  （三井情報開発（株）総合研究所調査研究部研究員） 
  ⑤ 第１調査研究グループ 
今井 寛  第１調査研究グループ総括上席研究官 
松室 寛治  第１調査研究グループ上席研究官 
  ⑥ 第３調査研究グループ 
斎藤 尚樹  第３調査研究グループ総括上席研究官（再掲） 
杉浦 美紀彦 第３調査研究グループ上席研究官 
岩本 如貴  第３調査研究グループ上席研究官 
俵 裕治  第３調査研究グループ特別研究員（平成 16 年１月 31 日まで） 
丸山 泰廣  第３調査研究グループ特別研究員（平成 16 年 2 月１日から） 
  ⑦ 科学技術動向研究センター 
桑原 輝隆  科学技術動向研究センター長 
横田 慎二  科学技術動向研究センター主任研究官 
伊神 正貫  科学技術動向研究センター研究員 
伊藤 裕子  科学技術動向研究センター主任研究官 
大森 良太  科学技術動向研究センター主任研究官 
菅沼 克敏  科学技術動向研究センター主任研究官 
藤井 章博  科学技術動向研究センター主任研究官 
茂木 伸一  科学技術動向研究センター主任研究官（平成15年12月31日まで） 
浦島 邦子  科学技術動向研究センター上席研究官 
奥和田 久美 科学技術動向研究センター上席研究官 
島田 純子  科学技術動向研究センター研究官 
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多田 国之  科学技術動向研究センター客員研究官 
亘理 誠夫  科学技術動向研究センター特別研究員 
  ⑧ 企画課 
岡村 直子  企画課長 
廣瀬 登  企画課長補佐 
蛯原 弘子  企画課研究官 
樋口 晋一  企画課 
  ⑨ 総務課 
大柴 満  総務課長 
近藤 正人  総務課長補佐（平成 15 年 9 月 30 日まで） 
大友 専治  総務課長補佐（平成 15 年 10 月１日から） 
伊藤 政隆  総務課経理係長 
  ⑩ 客員研究官 
板倉 周一郎 東京大学生産技術研究所教授 
香月 祥太郎 鳥取環境大学環境情報学部教授 
鈴木 潤  財団法人未来工学研究所主席研究員 
玉田 俊平太 独立行政法人経済産業研究所フェロー 
林 隆之  大学評価・学位授与機構評価研究部評価システム開発部門助手 
山下 泰弘  独立行政法人産業技術総合研究所技術と社会研究センター特別 
   研究員 
 
４．株式会社三菱総合研究所の体制 
  株式会社三菱総合研究所から基本計画レビューへの参加者は、以下のとおりである。 
芝 剛史  産業・市場戦略研究本部 産業政策研究部長 主席研究員 
石川 健  産業・市場戦略研究本部 産業政策研究部 主任研究員 
吉村 哲哉 産業・市場戦略研究本部 産業政策研究部 主任研究員 
岡田 光浩 産業・市場戦略研究本部 産業政策研究部 主任研究員 
阪本 大介 産業・市場戦略研究本部 産業政策研究部 主任研究員 
渋谷 往男 産業・市場戦略研究本部 産業政策研究部 主任研究員 
岡谷 直明 産業・市場戦略研究本部 産業戦略研究部 主任研究員 
小池 勲  産業・市場戦略研究本部 産業戦略研究部 主任研究員 
杉浦 光  産業・市場戦略研究本部 産業戦略研究部 主任研究員 
近藤 隆  先端科学研究センター 主任研究員 
山本 誠司 科学技術研究本部 科学技術政策研究部 主任研究員 
古川 柳蔵 産業・市場戦略研究本部 産業政策研究部 研究員 
河村 憲子 産業・市場戦略研究本部 産業政策研究部 研究員 
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渥美 利弘 産業・市場戦略研究本部 産業戦略研究部 研究員 
石井 杏奈 先端科学研究センター 研究員 
高谷 徹  科学技術研究本部 科学技術政策研究部 研究員 
須崎 彩斗 科学技術研究本部 科学技術政策研究部 研究員 
三浦 義弘 科学技術研究本部 科学技術政策研究部 研究員 
 
５．株式会社日本総合研究所の体制 
  株式会社日本総合研究所から基本計画レビューへの参加者は、以下のとおりである。 
佐久田 昌治 理事 
金子 直哉 創発戦略センター上席主任研究員 
市川 元幸 創発戦略センター主任研究員 
南條 有紀 研究事業本部産業政策・技術戦略クラスター研究員 
岡山 純子 研究事業本部新公共政策研究クラスター研究員 
木下 理英 研究事業本部経営戦略クラスター研究員 
石田 賢  研究事業本部（兼任：韓国漢陽大学校国際学大学院教授） 
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